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１／３５



２／３５

1．位置づけ・必要性について（根拠）

■ 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律

（平成５年５月６日法律第三十八号）

■ 健康・医療戦略（平成２５年６月１４日関係閣僚申合せ）

■ 第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日閣議決定）

◆政策的位置付け

◆社会的背景・市場動向・技術動向上の位置づけ及び必要性

社会的背景

高齢化社会の急速な発展による、福祉ニーズの多様化

日常生活を営むのに支障のある高齢者、心身障害者の自
立を促進し、介護者の負担軽減を図る福祉用具の開発が
求められている。



◆制度の目的

○福祉用具は、高齢者や心身障害者及び介護者がユーザ

○使用用途や身体の障害度合いが人によって異なる

○個別用具ごとのマーケットが小さく、多品種少量生産

○品種が多いため、開発コストの比率が高い。
→中小・ベンチャー企業が開発に参入できる可能性が高い。

1．位置づけ・必要性について（目的）

○福祉用具の開発を行う企業等に対し助成金を交付すること
により、福祉用具の実用化開発を推進し、高齢者、心身障害者
及び介護者のＱＯＬを向上することを目的とする。

３／３５



◆NEDOが実施する意義

ＮＥＤＯが福祉用具開発を支援する必要性が高い。

４／３５

1．位置づけ・必要性について（根拠）

【社会的必要性】
・高齢者、心身障害者、介護者のQOL向上
→社会的便益へ大きな貢献が期待されている。

【経済的必要性】
・機器ごとの個別性が高く、各製品の市場は小さい
・民間企業単独では課題解決が図られない
→経済的な支援が求められている。

【市場拡大性】
・共用品としての可能性（眼鏡、ウォシュレットなど）
→福祉用具として開発された製品でも様々な用途へ拡大する

可能性があり、今後の市場拡大が期待されている。



◆制度の目標（平成２８年度 中間目標）

【基本計画から抜粋】

高齢者、障害者の生活支援、社会参加支援に資する福祉用具の実用化開発の

促進により、高齢者等の生活における負担の軽減を図り、安全で安心できる生活

が実現されることを目標とする。より具体的な目標として、助成事業終了後３年を

経過した時点で５０％以上が製品化されていること。

５／３５

1．位置づけ・必要性について（目標）

→本制度は平成５年度から実施しており、中間目標は存在しな
いが、以下のように制度全体の目標を定めている。



2．マネジメントについて（枠組み）

対象者 中小企業
開発体制：中小企業、研究開発組合等

事業形態 助成 （NEDO負担率：助成対象費用の3分の2 ※①）

助成金額 2,000万円以内／年間（3年間で6,000万円）

事業期間 最大3年間

助成要件

○研究開発の対象となる機器が「福祉用具」（※②）であること、全く
同一の機能、形態の製品が存在しないという新規性、技術開発要素を有
していること。
○その事業が、利用者ニーズに適合し、研究開発要素を有する等、助成
金交付の目的に適合するものであること。
○その福祉用具の実用化開発により、介護支援、自立支援、社会参加支
援、身体代替機能の向上等、具体的な効用が期待され、かつ一定規模の
市場が見込まれ、更にユーザーからみて経済性に優れているものである
こと。

重点とする対象分野・開発体制

(ア)「少し不自由な高齢者」を対象と
した福祉用具の研究開発

(イ) 高齢者及び障害者のQOL向上を
目指した福祉用具の研究開発

(ウ) 高齢者及び障害者の社会参加を
支える福祉用具の開発

(エ) 利用者ニーズを的確に反映する
ため、ユーザー等との緊密な協
力・実証体制に基づく福祉用具
の開発

(オ) 高齢者及び障害者に加え、健常
者の利便性にも考慮した共用品
としての特性を有する福祉用具
の開発

※①：みなし大企業（発行済株式の総数又は出資の総額の「２分の１以上が同一の大企業の所有に属している」または「３分の２以上が複数の
大企業の所有に属している」中小企業）は２分の１以内

※②：「福祉用具」とは、心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障のある老人又は心身障害者の日常生活上の便宜を図るための用具及びこ
れらの者の機能訓練のための用具並びに補装具をいう。（福祉用具法 第２条より）

福祉用具の実用化を支援

課題解決型福祉用具実用化開発支援事業
健康の増進、心身の機能が低下した高齢者や障害者のＱＯＬ向上に資する技術の確立を目指して、福祉用具
の実用化開発を行う中小企業に対して助成を行うと同時に、福祉機器のニーズ調査や研究開発に必要な情報
の収集・分析・提供を実施します。

６／３５



2．マネジメントについて（枠組み）

課題解決型福祉用具実用化開発支援事業
企業とユーザー評価を担う機関・個人とが連携した福祉用具の開発・実用化への
支援を関係機関と連携しつつ、新たな社会課題・ニーズに対応するとともに、課
題解決に向けて福祉用具がもたらす効果の普及・情報発信を行うことで、高齢者
や障害者、介護者の福祉の増進に寄与する。

７／３５

福祉用具実用化開発推進事業
福祉用具の研究開発及び普及を促進することにより、高齢者や障害者の自立
促進、介護者の負担軽減を図り、福祉の増進に寄与する。

◆事業の推移

福祉機器情報収集・分析・提供事業
技術、ニーズ動向等を調査・分析し、事業者等に情報提供することによって、
研究開発の促進を図る。また、国内外での展示会に成果物を出展し、普及の
促進を図る。

～平成
２６年度

平成
２７年度～



2．マネジメントについて（枠組み）

交付金

指導、
助言、
評価

採択/不採択通知

経済産業省

N E D O

福祉機器採択審
査・技術委員会

契約・助成
審査委員会

企 業 等

公

募

提

案

実

績

報

告

助

成

金

交

付

交

付

決

定

助成金の交付先決定に関する審査基準

①申請書に記載されている技術開発テーマについて、
次の各号に適していること。
1. 技術の新規性が認められるとともに、設定されてい
る目標のレベルが高いこと。
2. 本事業における目標値、技術課題及びそれに対す
る解決手段が明確であること。
3. 研究計画に要する費用が適切であり、費用対効果
が高いこと。
4. 事業期間内に計画された技術課題が解決されるこ
とが明確であること。

②助成対象事業の事業化について、次の各号に適し
ていること。
1. 市場のニーズを具体的に把握しているとともに、そ
れを実現する可能性が高いこと。
2. 開発した製品・サービスが、競合製品等と比較して
優位性が高いこと。

公募のスキーム

８／３５



2．マネジメントについて（枠組み）

●テーマ評価の実施（中間、事後評価）

本制度においては、事業期間は申請内容により、任意に設定可能
→事業期間に応じたマネジメントを実施している。

中間評価：３年計画での事業提案の場合、事業半ばである２年目の段階で評価
事後評価：全終了事業者に対して評価を実施。順調事業か評価

９／３５

1年計画 事後評価

2年計画 事後評価

3年計画

事業開始 1年目終了 2年目終了 3年目終了

事業期間

事業期間

事業期間 事後評価

中間評価



2．マネジメントについて（枠組み）

○ 中間評価実施方法
２６年度までの「報告会」形式を２７年度から「評価会」形式とし、
以下見直しを実施

①評価基準の設定

１０／３５

項目 評価基準

技
術
評
価

計画・目標・
達成度

・事業の計画や目標に対し、現在の達成度は十分であるか。

・到達目標を達成するための実施内容・実施方法は妥当か。

成果
・現在の成果は、目標値をクリアしているか

・技術開発課題に対し、適切な対策または検討がなされているか。

開発体制 ・開発体制及び能力は適切であるか。

事
業
化
評
価

必要性

・具体的な社会ニーズに対応した、相当程度有効な事業となって

いるか。

・事業化に際して、競争相手に対する優位性が存在するか。

実用化の見通
し

・成果に関する特許取得または出願の予定はあるか。

・実用化に向けたスケジュールや体制は明確になっているか。

・実用化による産業社会への波及効果や、市場の創出効果は認め

られるか。

②「中止」の基準を設定

●テーマ評価の実施（中間評価）

中間評価時点での評価結果が一定水準に満たない案件について、
抜本的な改善策等が無いものは原則として中止する。



2．マネジメントについて（枠組み）

○ 事後評価実施方法

①評価基準

１１／３５

項目 評価基準

技
術
評
価

計画・目標・成果

・事業の計画や目標は、将来的な技術動向等も見据えた妥当なものであった

か。

・成果は目標値をクリアしているか。

要素技術から見た成果

の意義
・新規性、先進性が認められる研究開発であったか。

開発体制 ・開発体制及び能力は適切であったか。

事
業
化
評
価

必要性
・具体的な社会ニーズに対応した、相当程度有効な事業であったか。

・国の支援が必要な事業であったか。

実用化の見通し

・成果に関する特許取得または出願の予定はあるか。

・実用化に向けたスケジュールや体制は明確になっているか。

・実用化による産業社会への波及効果や、市場の創出効果は認められるか。

・実用化した製品が継続的に受け入れられる市場環境にあるか。また、市場

シェアは一定程度確保されているか。

・事業化のための生産体制や販売ルートを保有しているか。

・事業化に際して、競争相手に対する優位性が存在するか。

●テーマ評価の実施（事後評価）

②順調事業かどうかを評価

→技術・事業化それぞれ一定以上の評価を受けた事業を「順調事業」と評
価。



◆予算（平成25年度中間評価以降）
（単位：百万円）

１２／３５

2．マネジメントについて（枠組み）

※平成２６年度までは「福祉用具実用化開発推進事業」、平成２７年度
からは「課題解決型福祉用具実用化開発支援事業」の事業予算を記載。

事業名
予算
種別

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

合
計

福祉用具
実用化開発
推進事業

予算額 100 100 - - 200

執行額 100 100 - - 200

福祉機器
情報収集・
分析・提供
事業

予算額 12 12 - - 24

執行額 12 12 - - 24

課題解決型
福祉用具実
用化開発支
援事業

予算額 - - 125 128 253

執行額 - - 125
128

（予定）
253

合計 112 112 125 128 477



2．マネジメントについて（枠組み）

●成果の普及活動について

バリアフリー展
＠インテックス大阪

国際福祉機器展
＠東京ビッグサイト

福祉分野での日本最大級の２つの展示会へ出展、
事業者のマッチングの機会を提供

「福祉工学カフェ」
来場者：約40名

国立障害者

リハビリテーションセンター
研究所と共催

福祉分野の現状を当事者、開発者ともに共有する場の提供

来場者
約9万人

来場者
約13万人

１３／３５



2．マネジメントについて（枠組み）

●成果の普及活動について

過去２００件を超える支援事業の実績を
まとめたパンフレットを作成（27年度：1,500部）

１４／３５

⇒成果を周知するとともに、どのような事業であれば応募が可能なのか
事例を紹介しながら案内が可能



2．マネジメントについて（枠組み）

●調査・分析事業について

福祉用具開発に関連した調査について、
下記のとおり委託事業により実施

１５／３５

【平成２５年度以降の実施内容】
○平成２５－２６年度

情報機器等における障がい者への支援機能の現状及びユーザーニーズ
の検討
（委託先：株式会社三菱化学テクノリサーチ）

○平成２６－２７年度
課題解決型の福祉用具研究開発とその支援策の在り方等に関する検討
（委託先：株式会社三菱総合研究所）

○平成２７－２８年度
QOL向上のための生活機能サポート製品のニーズ調査
（委託先：株式会社矢野経済研究所）



◆テーマの交付条件

2．マネジメントについて（枠組み）

◆制度の独自性

対象者 中小企業
開発体制：中小企業、研究開発組合等

事業形態
助成

NEDO負担率：助成対象費用の3分の2
いわゆるみなし大企業は2分の1

助成金額 2,000万円以内／年間（3年間で6,000万円）

事業期間 最大3年間

【課題解決型福祉用具実用化開発支援事業】
（平成27年度～）

制度名 実施主体 研究フェーズ 対象者

障害者自立支援機器等開
発促進事業

公益財団法人
テクノエイド協会

障害当事者と連携した
モニター評価を中心とし
た開発支援事業

主に障害者向けの機器を対象

課題解決型福祉用具実用
化開発支援事業（本事業）

ＮＥＤＯ 実用化段階の研究開発
を支援。

高齢者、心身障害者、介護者向
けの機器を対象

１６／３５



◆前回の制度評価（中間評価）について【肯定的意見】

2．マネジメントについて（制度の運営・管理）

１７／３５

【評価概要】
日時 平成２５年６月実施
方法 平成２３～２４年度に採択された１７社に対するアンケート調査により実施

【コメント内容（抜粋）】

意見内容

金銭的支援
の必要性に

ついて

福祉用具は一般的に販売数が少なく、開発費を工面することが困難であり、本事業は福祉用
具の実用化・普及のために非常に有益と考える。

自己資金だけでは開発スピードに限界があるが、本制度の利用によって研究開発に人員を投
入することが可能になりスムーズな開発ができた。

アドバイス
の必要性に

ついて

NEDOからは開発内容に対する客観的なアドバイスや提案があり、開発初期段階で専門家の
意見を聞くことができる。

社会的便益
への貢献に

ついて
福祉用具の開発はニッチで需要が小さい傾向があるので助成の役割は大きい。



意見内容 対応内容

予算や制度
の拡充に
ついて

ロボット等でなく、簡易な福祉用具開発に利用できる支援制度が少
ないので貴重であると思う。もっと制度や予算を増やしてほしい。

【要検討事項】

目的が明確である助成制度であるため、活用（採択）を目指す企業
が多いことから倍率が高くなりがちであると思う。

助成金
上限額の拡
充について

配分される助成金額の上限が福祉分野でありながら少々低いように
感じる。

【見直し内容①】
助成金額上限の引き上
げ

アドバイス
制度の拡充

について

他の産業界からの技術導入等に向けた情報発信やマッチング制度
があっても良いと思う。

【見直し内容②】
３名の専門委員を
追加で委嘱

本制度は研究開発に特化したものであるが、企業としては、事業の
高度化のためにはどうしても商品の販売についても同時に支援を必
要とするものである。できれば研究開発が完了し、販売準備の段階
に入った採択事業について専門家の指導・支援をお願いしたい。具
体的には、一般販売士、ファイナンシャルプラニング技能士、MBA資
格取得、企業診断資格取得された専門的知識経験のある方々に販
売に対する支援をしていただけると安心できる。

【見直し内容③】
事業カタライザー制度の
活用

2．マネジメントについて（制度の運営・管理）

１８／３５

◆前回の制度評価（中間評価）について【改善すべき点】



◆制度の見直しについて ①【助成金額について】

2．マネジメントについて（枠組み）

○ 助成金額上限を年間1,000万円→2,000万円に
⇒実用化に近い事業提案を受け入れることを可能に

結果として、株式会社ＱＤレーザ、ＷＨＩＬＬ株式会社のような
あと一歩で実用化するが、最後の資金繰りに苦労していた企業が応募。

※画像は「Ｍｏｄｅｌ Ａ」
本事業では別モデルを開発

株式会社ＱＤレーザ
視覚支援用網膜投影アイウェアの開発

ＷＨＩＬＬ株式会社
軽量で走破性に優れる電動車椅子の

前輪とモーターの開発

１９／３５



◆制度の見直しについて ②【専門委員の拡充】

2．マネジメントについて（枠組み）

○ 事業化に関する審査体制の充実及び、幅広いアドバイス支援を行うため、
３名の専門委員を新たに委嘱

⇒採択審査、中間、事後評価等ヒアリング時及び中間評価における
現地での確認を行う際に、他技術の活用等に関するアドバイス。

所属 氏名

エスファクトリー 代表 尾﨑 典明 ※

先端起業科学研究所 所長 竹内 裕明 ※

石川県リハビリテーションセンター 主幹 寺田 佳世

※の２名については、イノベーション推進部における
事業カタライザーから選出

２０／３５



2．マネジメントについて（枠組み）

○ 事業カタライザー制度について

研究開発型ベンチャー等への事業化促進に係る助言プログラム

助言の実施効果（例）
●自分たちが有する技術を元にしたビジネスにおいて、ターゲットとすべき顧客・市場が明確になった。
●研究開発終了後の量産化に向けた課題解決の見通しがついた。
●ベンチャーキャピタルへのアプローチ方法など、資金調達に関するスキルが向上した。
●知財を設定する目的や、権利化で守るべき範囲、今後の知財方針などについて、頭の中が整理できた。
●今後の収益の源泉、今までかかった開発コストを回収するやり方などについて、ヒントが見つかった。

既存の研究開発型
ベンチャー企業

既存ベンチャー企業等へ
助言/指導（原則５回まで）

※活動費等の支援はなし

募
集
・
要
件
審
査

応
募

採
択

随
時
実
施

投資家等に対するビジネスプラン
発表とマッチングの機会提供

既存ベンチャー支援 マッチングの実施

・イノベーション推進部で運用している、中小企業向けのアドバイザー制度。
・研究開発型ベンチャー・中小・中堅企業等を対象としたビジネスプラン等の相談、助言業務を実施。
・事業計画・マーケティング・販路開拓等に関する豊富な業務経験や、起業もしくは起業支援の経験をもつ

人材を事業カタライザーとして選定し、連続的・集中的かつトータルな指導を行っている。

⇒各種説明会等で案内する等、事業の必要度合いを鑑みて活用をし、支援を行っている。

支援内容
事業カタライザーを中心とした専門家からの助言/指導による支援

助言回数：原則５回まで ※助言実施に係る旅費・謝金等はNEDOが負担

事業カタライザー（３０名） 投資家等

２１／３５

◆制度の見直しについて ③【事業カタライザー制度の活用】



◆制度の見直しについて ④【事業化について】

2．マネジメントについて（枠組み）

○ 事業化に関する審査体制の充実【審査面】

２２／３５

技術面、事業化面審査バランスの見直し

申
請

技
術
審
査

事
業
化
審
査

ヒ
ア
リ
ン
グ

審
査

書面審査

申
請

技
術
・

事
業
化

審
査

ヒ
ア
リ
ン
グ

審
査

書面審査

技術面の審査を通過
した事業のみ事業化
審査を実施

技術、事業化両面を
同時に審査を実施



◆制度の見直しについて ⑤【事業化について】

2．マネジメントについて（枠組み）

○ 事業化に関する審査及び体制の充実【申請面】

申請書様式について事業化計画の記載項目を充実

・記載項目を詳細に定める
・青字部分の注意書きを充実
→申請書が記載しやすく、か

つ事業化面を詳細に審査でき
るように。

２３／３５



2．マネジメントについて（テーマの公募・審査の妥当性）

◆テーマ発掘に向けた取組・実績（公募実施方法、周知方法等）

【（例）平成２８年度】

・制度紹介の後には個別相談会を実施
⇒全体では質問が難しいような個別具体的な質問にも対応

・公募期間以外の時期においても、随時、個別に対応するほか、
制度説明会により事業の周知を図っている。

公募時期 平成28年4月8日～平成28年5月30日

公募説明会

平成28年3月29日（火）川崎 ４５名 ※川崎市との合同説明会
平成28年4月11日（月）大阪 １４名
平成28年4月14日（木）仙台 ７名
平成28年4月18日（月）川崎 １９名
平成28年4月20日（水）大阪 １１名

過去２００件を超える
支援事業の実績を

まとめたパンフレットを作成
⇒必要に応じて配布

２４／３５



2．マネジメントについて（テーマの公募・審査の妥当性）

●川崎市との連携による制度周知

◆テーマ発掘に向けた取組・実績（公募実施方法、周知方法等）

・NEDO本部がある川崎市でも「ウェルフェアイノベーション」として、福祉機器の開発によ
る産業振興及び福祉課題の解決に向けた様々な施策を実施
→連携して取り組むことでさらなる相乗効果

（平成２８年６月に次世代産業推進に関する協定を締結）

【連携内容】
・合同での公募説明会の開催
・市内事業者、福祉施設等で構成される「ウェルフェアイノベーションフォーラム」の

参画事業者あて、情報を共有
・川崎市独自の福祉機器認証制度「かわさき基準（KIS）」へ応募を促進するとともに

認証制度審査にNEDOが参画 ２５／３５



2．マネジメントについて（テーマの公募・審査の妥当性）

◆発掘したテーマの実績（応募件数、採択件数等）

公募年度 応募件数 採択件数 倍率

２５年度第一回 38 ３ １２．７倍

２５年度第二回 20 4 ５．０倍

２６年度第一回 20 6 ３．３倍

２６年度第二回 14 2 ７．０倍

２７年度 33 3 １１．０倍

２８年度 38 3 １２．７倍

２６／３５

※平成２７年度から１件あたりの年間助成金額上限を2,000万円に引き上げ



2．マネジメントについて（テーマの公募・審査の妥当性）

●移動機器

◆発掘したテーマの実績（事例紹介）

㈱ワイディーエス
車椅子乗車用電動三輪車

㈱システムイオ
視覚障害者向け券種識別装置

●日常生活用品

㈱レイトロン
自立支援向け

コミュニケーションロボット

●コミュニケーション用品

２７／３５



2．マネジメントについて（テーマの公募・審査の妥当性）

●義肢、義足

◆発掘したテーマの実績（事例紹介）

ダイヤ工業㈱
機能性とデザイン性を両立する

軽量・安価な電動ハンド

㈱スマートサポート
介護労働の負担と疲労を軽減する軽労化スーツ

●介護労働関連

２８／３５



◆実施の効果 （インパクト効果）

3．成果について

●福祉用具の効果としては、以下で評価を行うものとする
・QOL改善に効果を上げている
・改善効果がない場合でも介護者や介助者の負担軽減などにつながっている
⇒特に展示会等で注目を集めたテーマを紹介する。

２９／３５

↑
視覚支援用網膜投影

アイウェアの開発
株式会社QDレーザ

↑
軽量で走破性に優れる
電動車椅子の前輪と

モーターの開発
WHILL株式会社

機能性とデザイン性を
両立する軽量・安価な

電動ハンド
ダイヤ工業株式会社

↓



◆実施の効果 （インパクト効果）

3．成果について

３０／３５

視覚支援用網膜投影アイウェアの開発
株式会社QDレーザ

【助成期間：平成２７年度】
メガネフレーム内側超小型レーザプロジェクタから網膜に画像投影する新技術

全盲以外のロービジョンの方に向けた視覚支援
技術を開発

→ドイツでも臨床試験を実施



◆実施の効果 （インパクト効果）

3．成果について

３１／３５

軽量で走破性に優れる電動車椅子の前輪とモーターの開発
WHILL株式会社

【助成期間：平成２７~２８年度】
既に製品化している WHILL Model A

現在、車に掲載し、外出先で使用可能な
軽量化版を開発中

→使用シーンの拡大が見込まれている



◆実施の効果 （インパクト効果）

3．成果について

３２／３５

機能性とデザイン性を両立する軽量・安価な電動ハンド
ダイヤ工業株式会社

【助成期間：平成２６~２８年度】

３Dプリンタでも作成可能で
10万円程度の価格で
購入可能な電動ハンド

3本の爪で
物を把持

→５００ｇ程度まで
対応可能



◆事業としての達成状況と成果の意義

目標：事業終了後３年以内で実用化率５０％【基本計画】

3．成果について

また、福祉用具については、今後高齢化が進むことにより、市場は拡大していくことが
予想される。本助成制度により、実用化した製品の売上高は１２４百万円（平成２５年
度～平成２７年度における企業化状況報告書に基づく）に上っており、経済効果の観
点からも、社会へ着実に成果の還元が図られている。

終了事業者数 実用化数 実用化率

全期間 ２０７ １０７ ５１．７％

【平成２７年１０月現在】

平成５～１０年度 ６０ ３３ ５５．０％

平成１１～１５年度 ７２ ４２ ５８．３％

平成１６～２０年度 ２５ １５ ６０．０％

平成２１～２７年度 ４４ １９ ４３．２％

⇒２１～２７年度については、事業終了後間もないため、実用化率が目標値を超えて
いないが、その他期間は全て目標を達成

３３／３５

【以下参考】



【平成２８年度７月７日 日本経済新聞（夕刊）】
有限会社オフィス結アジアが開発した
文字の読み上げアプリ「指伝話」に関する内容が掲載。

【平成２８年度９月５日 日本経済新聞】
株式会社QDレーザがNEDOの助成事業として開発した
レーザアイウェアに関する内容が掲載

◆社会・経済への波及効果（新聞記事）

3．成果について

３４／３５

【平成２８年度９月２１日 日刊工業新聞】
株式会社電制がNEDOの助成事業として開発した
電気式人工喉頭ユアトーンに関する内容が掲載



◆社会・経済への波及効果（冊子掲載・展示会等）

3．成果について

シーズニーズマッチング交流会SITEX EXPO 2015

Focus NEDO

３５／３５


